
アルゼンチンの経済情勢（１０月分） 

２００６年１１月作成 

在アルゼンチン大使館 

１．概要 

（１）８月の経済活動指数も引き続き好調だった。９月の消費は、スーパーマーケットの

売上は堅調だったが、ショッピングセンターの売上は冴えなかった。９月の生産は、引き

続き自動車及び非金属鉱物などを中心に堅調だったが、建設活動は冴えなかった。市場見

通しでは 06 年の成長率は 8.3％と予測されている。 

 先月に続き各地で軽油不足が生じ、政府は、石油会社に軽油の供給を義務づけた。また、

気温上昇のため電力不足が生じ、ブラジルからの電力輸入が行われた。一方、ボリビアか

らの天然ガス輸入の拡大及び価格引上げが署名された。 

（２）政府は、各業界と、2007 年末まで価格凍結を継続する合意を行った。 

10 月の消費者物価指数は、衣類や果物・野菜等が上昇したことなどから、前月比 0.9％

の上昇となった。 

（３）カントリーリスク指数は下落し、一時史上最低を記録した。株価は上昇した。為替

相場は安定し、外貨準備も増加を続けている。 

９月の財政収支は、歳入の伸びが歳出の伸びを上回り、一次財政黒字は前年比 37％増と

なった。10 月の税収は前年比 35％増加した。 

経済危機後初めてとなる州政府による海外での起債が行われた。歳出増額のための 2006

年予算法改正法案、及び小切手税等の延長法案が議会に提出された。 

（４）９月の貿易は、輸出が前年比 17％増加した一方、輸入が同 28％増加した結果、貿易

黒字は同 10％減少した。 

 

２．経済の主な動き 

（１）経済全般・投資・エネルギー関係 

 先月に続き、各地で軽油不足が生じた。 

 10 日、政府はシーメンス社が二カ所の火力発電所建設を落札したと発表した。発電能力

は現在の国内発電量の 10％弱に相当する約 1600ＭＷ、投資額は約 11 億ドルである。2008

年初めに 530ＭＷ、2008 年半ばに 1060ＭＷ、2009 年初めには 1600ＭＷの発電が可能とな

る予定である。 

11 日、政府は、供給法に基づき、昨年の実績に応じて石油会社に軽油の供給を義務づけ

る庁令を発表した。違反した場合、最大禁錮刑が科されることになる。 

 11 日、石油・ガスの探査・採掘に優遇税制を付与する法案が可決・成立した。国営ＥＮ

ＡＲＳＡ社の参加を得て、海底区域、非コンセッション区域、またはコンセッション区域

の分割区域で石油・ガスの探査を行う場合、10 年から 15 年間、付加価値税の還付や加速

度償却などの適用を受けられる。 
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19 日、キルチネル大統領とモラレス・ボリビア大統領は、エネルギー合意文書に署名し

た。亜によるボリビア産天然ガスの輸入量を今後 20 年間で日量最大 7.7 百万立方メートル

から同 27.7 百万立方メートルまで増やす。輸入価格は現行の 5 ドル／百万ＢＴＵを維持す

るが、国際価格に基づき半年毎に調整される。また、亜の国営エネルギー会社ＥＮＡＲＳ

Ａ社が、ボリビア石油公社ＹＰＦＢ社と共に、ボリビアにおける天然ガスの探査及び開発

を行なうことなどでも合意した。 

24 日、10 月としては記録的な暑さとなったため、電力需要は 10 月としては過去最高を

記録し、一部で停電が生じた。23 日には、ブラジルからの電力輸入が行われた。 

26 日、政府と産油州は、炭化水素資源の管轄権を州政府に移管する法案を議会に送付す

ることで合意した。 

 

（２）物価・賃金関係 

（イ）物価 

 9 日、スーパーマーケット業界は、2007 年末まで価格凍結を継続することで政府と合意

した。 

11 日、卸売業界は、2007 年末まで価格凍結を継続することで政府と合意した。 

12 日、中国系スーパーマーケット業界は、政府に対し、2007 年末まで価格凍結を継続す

ることを約束した。 

12 日、履物業団体は、価格凍結を継続することで政府と合意した。 

12 日、モレノ国内取引長官は、供給法を軽油以外の分野にも適用する可能性を示唆する

発言を行った。 

12 日、中央市場は、トマトの卸売価格を税抜きでキロ 1.18 ペソとすることで卸売業者と

合意した。 

23 日、小売業界は、2007 年末まで価格凍結を継続することで政府と合意した。 

23 日、医療保険業界は、来年 1 月から最大 23％保険料を引き上げることを発表した。こ

れに対し、24 日、ミセリ経済相は、引上げは認めない、あらゆる手段を使う用意があると

述べた。 

24 日、医薬品販売業界、家電販売業界は、2007 年末まで価格凍結を継続することで政府

と合意した。 

25 日、主要食料品企業は、2007 年末まで価格凍結を継続することで政府と合意した。モ

レノ国内取引長官は、会談後の記者会見で、キルチネル大統領が来年末には需給が自由に

作用し合えるようになるだろうと述べたことを明らかにし、2007 年末には価格凍結が解除

されることを示唆した。 

25 日、主要ハンバーバーチェーン２社は、政府の要請に応じ、一部商品を値下げした。 

26 日、主要飲料メーカーは、コスト増がない限り、2007 年末まで価格凍結を継続するこ

とで政府と合意した。 
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（ロ）賃金等 

 ３日、政府は、家政婦の最低賃金を、9 月 1 日に遡り、月額 571 ペソから 680 ペソに

19％引き上げる労働省令を官報掲載した。 

 

（３）金融・財政関係 

2 日、格付会社Ｓ＆Ｐはアルゼンチンの長期ソブリン格付けをＢからＢ＋に引き上げた。 

5 日、歳出の使途を変更し、公共交通に 200 百万ペソ、国営ＥＮＡＲＳＡ社に 441 百万

ペソを配分する決定が官報掲載された。 

11 日、ネウケン州は、経済危機後初めてとなる海外での起債を行い、州債 125 百万ドル

を発行した。満期は 8 年、利回りは 8.65％となった。 

24 日、経済省は、社会保障基金を引受け手とする、満期 120 日、金利は市場金利を下回

る年率 5.1％の国庫証券 22.5 億ペソを発行した。 

24 日、ブエノスアイレス州はネウケン州に次いで海外での起債を行い、州債 475 百万ド

ルを発行した。満期は 12 年、利回りは 9.37％となった。 

25 日、政府は歳出増額のための 2006 年予算法改正法案を議会に提出した。歳出額は当

初予算の約 11.4％に相当する約 110 億ペソ増額され、税収の増収分により賄われる。 

政府は、小切手税、輸出税還付に係る所得税、特別たばこ税を 1 年延長する法案を議会

に提出した。 

30 日、842 百万ペソの歳出の使途を変更する決定が官報掲載された。 

  

（４）通商関係 

６日、チリ政府は、アルゼンチン産乳製品の輸入に対してセーフガードを発動すること

を決定した。今後 2 ヶ月間、23％の追加的関税が課せられる。これに対し、31 日、亜政府

は、同措置をＷＴＯに提訴した。 

  

３．経済指標の動向 

（１）経済活動全般 

 ８月の経済活動指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 8.6％増、前月比 1.1％増と、引

き続き好調だった。 

 10 月のＲＥＭ（民間エコノミストの予測の中銀による集計値）の平均では、06 年の実質

ＧＤＰ成長率は 8.3％と予測されている。 

 

（２）消費 

（イ）小売 

９月のスーパーマーケット売上高（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 13.3％増、前月比

0.8％増と堅調だったが、ショッピングセンター売上高（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比
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7.5％増、前月比では 2.8％減と低調だった。 

（ロ）自動車販売 

自動車協会（ＡＤＥＦＡ）が発表した 10 月の自動車販売台数は、前年同月比 29.5％増、

前月比 4.3％増と好調だった。 

 

（３）工業生産・建設活動 

（イ）工業生産 

９月の工業生産指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 7.6％増、前月比 1.1％増となっ

た。引き続き自動車及び建設資材等の非金属鉱物の生産などは好調だった。 

８月の稼働率は、前月に比べ 2.1％ポイント上昇し 74.9％となった。引き続き、基礎金属

が 95.9％、繊維が 88.5％、石油精製が 87.3％などと高かった。 

（ロ）建設活動 

９月の建設活動指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 13.5％増、前月比 1.5％減となり、

先月に続き低調だった。 

（ハ）自動車生産 

自動車協会が発表した 10 月の自動車生産台数は、前年同月比では 38.8％増だったが、前

月比 4.3％減となった。 

 

（４）物価・雇用 

（イ）物価 

10 月の消費者物価指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前月比 0.9％の上昇となった。外衣及び

履物が同 2.1％増となった衣類が同 1.9％上昇したほか、果物が同 10.8％増、野菜が同 3.1％

増となった飲食料品も同 1.3％の上昇となった。1月からの累計では 8.0％の上昇となった。 

10 月の卸売物価指数は、魚介類が前月比 18.8％減、原油・ガスが同 3.5％減となったこ

となどから一次産品が同 0.4％低下し、全体でも同 0.2％の上昇に留まった。 

ＲＥＭの平均では、06 年の消費者物価指数の上昇率は 10.7％と予測されている。 

（ハ）雇用・賃金 

 ９月の民間正規雇用者数（労働省発表）は前月比 0.6％増と、引き続き増加が続いている。 

 ９月の給与指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前月比 1.96％増となった。これまでと異なり、

公共部門が同 3.8％増、民間非正規部門が同 2.8％増と大きく伸びた。 

ＲＥＭの平均では、06 年の失業率は 9.3％、給与指数の上昇率は 17.22％と予測されてい

る。 

 

（５）金融 

（イ）カントリーリスク指数であるＥＭＢＩ＋は、93 年の指標創設以来最低となる 280 ポ

イントを一時下回り、10 月末には 287 ポイントとなった。株価指数である Merval 指数も上
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昇し、10 月末には 1,782 ポイントとなった。 

（ロ）為替レートは安定し、10 月末には 1 ドル＝3.11 ペソとなった。一方、外貨準備高は

引き続き回復を続け、10 月末には 291 億ドルとなり、2001 年以来最高の水準となった。 

 ＲＥＭの平均では、06 年の外貨準備高は 301 億ドル、為替レートは 1 ドル＝3.12 ペソと

予測されている。 

 

（６）財政 

（イ）財政収支 

経済省が発表した９月の財政収支は、歳入が前年同月比 25.5％、一次歳出が同 23.8％増

加したことから、一次財政黒字は同 36.8％増の 22 億ペソとなった。 

ＲＥＭの平均では、06 年の一次財政黒字は 223 億ペソ、ＧＤＰ比約 3.6％と予測されて

いる。 

（ロ）税収 

経済省が発表した 10 月の税収は、前年同月比 35.1％増の 134 億ペソとなった。付加価値

税収が同 42.8％増の 4,352 百万ペソ、法人及び個人に係る所得税収は同 23.8％増の 2,761

百万ペソ、社会保障雇用主負担金が同 32.2％増の 1,545 百万ペソ、輸出税収が同 43.2％増

の 1,449 百万ペソとなった。 

ＲＥＭの平均では、06 年の税収は、23.9％増の 1,478 億ペソと予測されている。 

 

（７）貿易 

９月の貿易（ＩＮＤＥＣ発表）は、輸出が前年同月比 17％増の 4,065 百万ドルとなった

一方、輸入が同 28％増の 3,170 百万ドルとなった結果、貿易黒字は同 10％減の 895 百万ド

ルとなった。輸出は、陸上輸送機器、食用油、魚介類等が増加した一方、燃料油や油性種

子が大幅に減少した。輸入は、鋳鉄、肥料等の中間財、航空機、アルミ産業用整流器、化

学用熱交換機等の資本財等が増加した。 

ＲＥＭの平均では、06 年の輸出は 11％増の 452 億ドル、輸入は 19％増の 342 億ドルと

予測されている。 
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